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研究要旨 

【研究目的】新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の全国的な拡大は、地方公共団

体が実施する歯科口腔保健事業に対して、大きな影響を及ぼした。本研究では、５類感

染症に移行した 2023（令和５）年度において、地方公共団体が実施した保育園・幼稚

園・認定こども園、小学校、中学校、および特別支援学校におけるフッ化物洗口事業の

実態把握を行うとともに、今後のフッ化物洗口事業のさらなる拡大に向けた取り組みの

実態を把握することを目的として実施した。 

【研究方法】本調査では、全国すべての都道府県、および政令指定都市・中核市・保健

所政令市・特別区、以下「保健所設置市」（110 市区）を対象にアンケート調査を実施

した。アンケート調査票は、エクセルファイルにて作成し、令和７年２月 14 日にメー

ル発送し、回収を行った。調査票の回収数は、41 都道府県（回収率 87.2％）、および

67 保健所設置市（60.9％）であった。本報告では、都道府県票、および保健所設置市

票の各項目における基礎統計量を算出した。

【結果と考察】都道府県票：都道府県別にみたフッ化物洗口事業を実施している施設数

の最大値は、保育所等・認定こども園・幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校では、

それぞれ 610 施設、316 施設、98 施設、８施設であった。経年的にフッ化物洗口の実施

施設数の中央値をみると、新型コロナウイルス感染症拡大前の 2019 年（令和元年）と

比較して、2020 年、2021 年は小さかった。フッ化物洗口の延期・中断の再開に際して

は、慎重であった可能性が示唆された。

 保健所設置市票：フッ化物洗口事業をこれまで実施したことがないとした自治体は

36 自治体（53.7%）であった。また、フッ化物洗口マニュアル 2022 年版を知らないと

した保健所設置市は、９自治体（13.4％）であった。フッ化物洗口マニュアル（2022

年版）の有効活用を通じて、施設における集団フッ化物洗口のさらなる推進が期待され

た。 

Ａ．研究目的 

新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）の全国的な拡大は、地方公共団体が実

施する歯科口腔保健に関連した事業に対し

て、大きな影響を及ぼした。令和２年度厚

労科学特別研究事業「新型コロナウイルス

感染症への対応を踏まえた地域における歯

科医療提供体制の強化のための研究」１）

において、全国地方自治体の令和２年度歯

科保健医療事業の実施状況を質問紙調査し

たところ、フッ化物洗口事業は、保健所設

置市の 58％、その他市町村の 49％におい

て、延期や中断がなされていた。令和５年

５月８日をもって、COVID-19は、感染症

法の分類で新型インフルエンザ等感染症か

ら、５類感染症へと移行した。 

本研究では、５類感染症に移行した2023

（令和５）年度において、地方公共団体が
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実施した保育園・幼稚園・認定こども園、

小学校、中学校、および特別支援学校にお

けるフッ化物洗口事業の実態把握を行うと

ともに、今後のフッ化物洗口事業のさらな

る拡大に向けた取り組みの実態を把握する

ことを目的として実施した。 

Ｂ．研究方法 

 本調査では、全国すべての都道府県（47

都道府県）、および政令指定都市・中核

市・保健所政令市・特別区、以下「保健所

設置市」（110市区）を対象としたアンケ

ート調査を実施した。アンケート調査票

は、エクセルファイルにて作成し、メール

にて発送・回収を行った。アンケート調査

票の質問項目は、以下の通りであった。 

１．都道府県票 

１）保育所・認定こども園・幼稚園、小学

校、中学校、特別支援学校におけるフッ化

物洗口事業の実績

２）フッ化物洗口実施に関する市区町村支

援に関する取組み

３）市区町村におけるフッ化物洗口の取組

み状況に関する把握状況

４）歯科保健計画におけるフッ化物洗口事

業の位置づけ

５）「フッ化物洗口マニュアル（2022年

版）」の活用実績

６）新型コロナ感染症の流行前後における

フッ化物洗口実施施設数の推移

２．保健所設置市票 

１）保育所・認定こども園・幼稚園、小学

校、中学校、特別支援学校におけるフッ化

物洗口事業の実績

２）対象児童・生徒・保護者等へのフッ化

物洗口の説明と意向確認

３）フッ化物洗口を中止した理由

４）歯科保健計画におけるフッ化物洗口事

業の位置づけ

５）「フッ化物洗口マニュアル（2022年

版）」の活用実績 

エクセルファイルによる調査票は、都道

府県、および保健所設置市における歯科保

健担当者宛に、令和７年２月14日、メール

にて一斉発送した。調査票の回収締切り

は、同年２月21日としたが、締切りを延長

したため、同年３月14日を最終締切日とし

た。 

 調査票の回収数は、41都道府県（回収率

87.2％）、および67保健所設置市

（60.9％）であった。本報告では、都道府

県票、および保健所設置市票の各項目にお

ける基礎統計量を算出した。 

 なお、本研究は、国立保健医療科学院の

研究倫理審査委員会の承認（承認 NIPH-

IBRA #24035）を受けて実施した。 

Ｃ．研究結果 

１．都道府県票 

１）保育所・認定こども園・幼稚園、小学

校、中学校、特別支援学校におけるフッ化

物洗口事業の実績

① 施設数、および学童・生徒数に関する

実績（表１）

 都道府県別にみたフッ化物洗口事業を実

施している施設数の最大値は、保育所等・

認定こども園・幼稚園、小学校、中学校、

および特別支援学校では、それぞれ610施

設、316施設、98施設、および８施設であ 

った。実施人数の最大値は、保育所等・認

定こども園・幼稚園、小学校、中学校、お

よび特別支援学校では、それぞれ26,545

人、94,558人、26,689人、および257人で

あった。 

フッ化物洗口剤の区分別にみた実施施設

数の最大値は、保育所等・認定こども園・

幼稚園、小学校、中学校においては、「ミ

ラノール」であった。一方、特別支援学校

での最大値は、「オラブリス（ポーション

タイプを除く）」であった。「オラブリス
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ポーションタイプ」の最大値は、保育所

等・認定こども園・幼稚園、小学校、およ

び中学校において、15施設、28施設、およ

び１施設であった。 

② 洗口剤購入費用の負担先（表２）

洗口剤購入費用の負担先として「行政衛

生部門」とした割合が最も大きかったの

は、保育所等・認定こども園・幼稚園、お

よび中学校であった。小学校、および特別

支援学校においては、「教育委員会」とし

た割合が最も大きかった。 

２）フッ化物洗口実施に関する市区町村支

援に関する取組み

① 都道府県による市区町村支援（表３-

①）

フッ化物洗口実施に関する市区町村支援

を「現在、実施している」とした自治体が

最も多く、28自治体（68.3％）であった。

一方、８自治体においては「これまで実施

したことはない」と回答していた。 

② フッ化物洗口事業を導入するにあたっ

て市区町村への支援（表３-②）

 都道府県が行うフッ化物洗口を導入する

にあたっての支援は、「フッ化物洗口に関

するガイドラインやマニュアル等の作成」

が最も多く、21自治体（75.0％）であっ

た。ついで「普及啓発資材等の作成」18自

治体（64.3%）、「学校関係者への説明」

17自治体（60.7%）であった。 

③ フッ化物洗口事業を継続するにあたっ

て市区町村への支援（表３-③）

フッ化物洗口事業を継続するにあたって

の市区町村への支援は、「フッ化物洗口に

関するガイドラインやマニュアル等の作

成」が最も多く19自治体（67.9%）であっ

た。ついで「普及啓発資材等の作成」16自

治体（57.1%）、「学校関係者への説明」

15自治体（53.6%）であった。 

３）市区町村におけるフッ化物洗口の取組

み状況に関する把握状況（表４-①、表４-

②）

 市区町村におけるフッ化物洗口の取り組

んでいる施設数を「定期的に把握してい

る」とした自治体は、31自治体（75.6%）

であった。フッ化物洗口を行っている児

童・生徒数については、「定期的に把握し

ている」とした自治体は、26自治体

（63.4%）であった。 

４）歯科保健計画におけるフッ化物洗口事

業の位置づけ（表５）

 歯科保健に関する計画におけるフッ化物

洗口の位置づけについては、「フッ化物洗

口の実施に関する目標値を設定している」

と回答した自治体数が最も多く、22自治体

（53.7%）であった。ついで「フッ化物洗

口について実施することを記載している」

20自治体（48.8%）であった。 

５）「フッ化物洗口マニュアル（2022年

版）」の活用実績（表６-①、表６-②）

 すべての都道府県において「フッ化物洗

口マニュアル（2022年版）」を知っている

と回答していた。マニュアルの活用につい

ては、「対象施設に対してマニュアル周知

を行った」とした自治体が最も多く、20自

治体（50.0％）であった。ついで「マニュ

アルをもとに自治体が作成したマニュアル

パンフレットを修正した」８自治体

（20.0％）、「マニュアルを基にした研修

会・勉強会を開催した」６自治体

（15.0％）であった。

６）COVID-19の流行前後におけるフッ化

物洗口実施施設数の推移（表７）

フッ化物洗口を実施している施設数の中

央値をみると、COVID-19拡大前の2019年
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（令和元年）と比較して、2020年、2021

年は小さかった。 

２．保健所設置市票 

１）保育所・認定こども園・幼稚園、小学

校、中学校、特別支援学校におけるフッ化

物洗口の実績

① フッ化物洗口の実績（表１-①）

フッ化物洗口事業を現在実施していると

回答した保健所設置市は、18自治体

（26.9%）であった。一方「これまで実施

したことがない」とした保健所設置市は、

36自治体（53.7%）であった 

② フッ化物洗口の具体的な取組み（表１

-②ａ～表１-②ｄ）

フッ化物洗口事業を「現在実施してい

る」および「実施を取りやめた施設もある

が、現在、実施している」と回答した28自

治体に対して具体的な取組み状況について

質問した。その結果、保育所等・認定こど

も園・幼稚園においては、「全施設で実

施」とした保健所設置市は、４自治体

（14.8%）であった。同じく、小学校では

９自治体（33.3％）、中学校では３自治体

（11.1%）、および特別支援学校では０自

治体であった。 

③ フッ化物洗口液の調製場所（表１-③

ａ～表１-③f）、および保管場所（表１-

④ａ～表１-④ｆ）

フッ化物洗口液の調製場所、および保管

場所については、保育所等・認定こども

園・幼稚園、小学校、中学校、および特別

支援学校ともに、「実施施設」と回答した

自治体が最も多かった。 

２）対象児童・生徒・保護者等へのフッ化

物洗口の説明と意向確認

①対象児童・生徒・保護者等へのフッ化物

洗口の説明（表２-①）

フッ化物洗口の対象児童・生徒の保護者

等に対して、理解を得るための説明につい

ては、「説明文書を作成し、配布してい

る」とした保健所設置市が最も多く、26自

治体（92.9%）であった。「集団説明会を

開催している」とした保健所設置市は、17

自治体（60.7%）であった。 

②対象児童・生徒・保護者等へのフッ化物

洗口の意向確認（表２-②）

すべての保健所設置市（28自治体）は、

フッ化物洗口の対象児童・生徒またはその

保護者に対して、意向確認を行っていると

回答した。

３）フッ化物洗口を実施していない理由、

やめた理由（表３）

フッ化物洗口の「実施を取りやめた施設

もあるが、現在、実施している」「過去に

実施していたが、現在は実施していない」

および「これまで実施したことがない」と

回答した49自治体に対して、フッ化物洗口

を実施していない、あるいはやめた理由に

ついて質問したところ、「実施施設の職員

の負担が大きいため」とした保健所設置市

が最も多く、11自治体（42.9%）であっ

た。次いで「費用がかかるため」11自治体

（22.4%）、「学校関係者・保護者等のフ

ッ化物洗口の安全性に対する理解が十分で

ないため」８自治体（16.3%）等であっ

た。 

４）歯科保健計画におけるフッ化物洗口の

位置づけ（表４）

 歯科保健計画におけるフッ化物洗口の位

置づけとしては、「フッ化物洗口について

は記載していない」と回答した保健所設置

市が最も多く、32自治体（47.8%）であっ

た。「フッ化物洗口について実施すること

を記載している」17自治体（25.4%）、

「フッ化物応用については記載している
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が、フッ化物洗口については記載していな

い」14自治体（20.9%）、また「フッ化物

洗口の実施に関する目標値を設定してい

る」８自治体（11.9%）であった。 

５）「フッ化物洗口マニュアル（2022年

版）」の活用実績（表５-①、表５-②）

フッ化物洗口マニュアル（2020年版）を

知っていると回答した保健所設置市は、58

自治体（86.6％）であった。その一方、知

らないとした保健所設置市が、９自治体

（13.4％）であった。 

フッ化物洗口マニュアル2022年版の活用

については、「対象施設に対してマニュア

ル周知を行った」12自治体（20.7%）、

「マニュアルをもとに自治体が作成したマ

ニュアルパンフレットを修正した」９自治

体（15.5%）等であった。

Ｄ．考察 

 都道府県票によると、保育所等・認定こ

ども園・幼稚園、小学校、および中学校に

おける実施施設数の中央値は、COVID-19

流行前の2019年と比較すると、国内での初

感染者が確認され、全都道府県での緊急事

態宣言が発出された2020年、および翌

2021年は小さかった。しかしながら、

2022年、および2023年においては、とく

に小学校、中学校におけるその値は、同等

程度、あるいは大きかった。 

 2020年４月の第１回目の緊急事態宣言発

出後からおおよそ2020年末までに地方自治

体を対象に行った歯科保健事業の実態調査
１）によると、「フッ化物洗口」事業は

「年度内で延期」とした保健所設置市は

53％、市町村は37％であり、2020年度は

延期、あるいは中断した自治体が一定数存

在することが示されている。このような状

況に対応し、日本口腔衛生学会は、2020年

４月、「新型コロナウイルス緊急事態宣言

下における集団フッ化物洗口の実施につい

て」２）を発出し、COIVD-19流行時におけ

るフッ化物洗口実施の注意点、および延

期・中断した場合の早急な再開を促した。

歯科レセプト情報を活用した歯科診療の受

療状況に関する研究３）では、2020年の初

回の緊急事態宣言時には、歯科診療受診回

数は顕著に減少したものの、2021年の緊急

事態宣言時には、受診回数の減少が見られ

なかった。今回の調査結果は、2020年と

2021年では実施施設数の中央値が小さかっ

たことから、フッ化物洗口事業の延期・中

断の再開は、2020年に引き続き、2021年

まで継続していた可能性があり、歯科医療

機関への受療状況の再開と比較して、より

慎重であった可能性が示唆された。 

 都道府県別にみたフッ化物洗口を実施し

ている施設、および人数割合は、令和３年

３月時点集計として、厚生労働省から公開
４）されており、実施割合の算出には、文部

科学省「平成30年度学校基本調査」を用い

たと明記されている。今回の調査では、都

道府県別にみたフッ化物洗口を実施してい

る施設・人数の実施割合は、いくつかの課

題があったため、算出しなかった。たとえ

ば、私立・国立の施設数と人数の把握方法

が、自治体によって異なり、すべて計上、

すべて除外、一部除外（協力施設のみ計

上）の自治体が混在した。また、保育所

等・認定こども園・幼稚園については、３

種類の施設別の人数把握が困難、あるいは

４歳以上の幼児数の把握が困難等の課題が

あげられた。今回の調査結果では、定期的

に施設数、および児童・生徒数を把握して

いる都道府県の割合は、それぞれ75.6％、

および63.4％と高かった。また、都道府県

の歯科保健計画において、フッ化物洗口に

関する項目や目標値は、約半数の自治体に

おいて記載されていた。歯科保健計画にお

いてフッ化物洗口に関する目標値を設定し

経年的な推移を検討する、あるいは他の都

道府県との比較を行うためには、フッ化物
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洗口を実施している施設数・人数の把握方

法の標準化を図る必要性があると考えられ

た。 

 保健所設置市票においては、フッ化物洗

口を「これまで実施したことはない」とし

た自治体は、36自治体（53.7％）であり、

半数を超えていた。令和６年度から開始さ

れた「歯・口腔の健康づくりプラン」５）

では、「歯科口腔保健の推進のための社会

環境の整備」に関する指標として「15歳未

満でフッ化物応用の経験がある者の割合」

を取り上げ、目標値80％としている。令和

４年歯科疾患実態調査６）によると、フッ

化物応用を経験したことがある者の割合

は、59.4％と大きかったが、フッ化物洗口

の経験がある者はわずかに3.2％であっ

た。歯・口腔の健康づくりプランの目標達

成に向けて、施設における集団フッ化物洗

口の普及が進むことを期待する。 

フッ化物洗口事業を「これまで実施した

ことはない」：36自治体、「過去に実施し

ていたが、現在は実施していない」：３自

治体、および「実施を取りやめた施設もあ

るが、現在、実施している」：10自治体と

した合計49保健所設置市に対して、その理

由を質問したところ、「実施施設の職員の

負担が大きいため」が最も多く、「費用が

かかるため」「学校関係者・保護者等のフ

ッ化物洗口の安全性に対する理解が十分で

ないため」等があげられた。また、フッ化

物洗口マニュアル（2022年版）を知らない

と回答した保健所設置市は、９自治体

（13.4％）であった。フッ化物洗口マニュ

アル（2022年版）７）では、「フッ化物洗

口の実際」「フッ化物洗口開始までの手

順」「フッ化物洗口の事例紹介」等が、明

確なエビデンスと共に記載されている。今

回の調査では、フッ化物洗口マニュアル

（2022年版）をもとに、研修会・勉強会を

開催した保健所設置市は、わずかに２自治

体であった。当該マニュアルの周知徹底、

および当該マニュアルの有効活用が望まれ

る。 

フッ化物洗口事業を実施していない理

由・やめた理由については、「その他」と

して「すでにう蝕罹患率が小さいため必要

性を感じない」等の意見が聞かれていた。

地域を基盤とするう蝕予防対策には、う蝕

有病割合だけではなく、う蝕有病者数を把

握し、これらの情報をもとに対策を検討す

る必要性が示されている８）９）。フッ化物

洗口マニュアル（2022年版）７）には、う

蝕有病に関する健康格差の是正と生涯を通

じたう蝕予防を推進するためには、ポピュ

レーションアプローチである集団フッ化物

洗口が効果的であることが示されている。

フッ化物洗口マニュアル（2022年版）の積

極的な活用と集団フッ化物洗口のさらなる

推進を通じて、「歯・口腔の健康づくりプ

ラン」５）の社会的基盤の一つの柱である

「誰一人取り残さないユニバーサルな歯科

口腔保健を実現するための基盤の整備」が

実現されることを期待したい。

Ｅ．結論 

 都道府県票：フッ化物洗口事業を実施し

ている施設数の最大値は、保育所等・認定

こども園・幼稚園、小学校、中学校、特別

支援学校では、それぞれ610施設、316施

設、98施設、８施設であった。経年的にフ

ッ化物洗口を実施している施設数の中央値

をみると、COVID-19拡大前の2019年（令

和元年）と比較して、2020年、2021年は

小さかった。フッ化物洗口の延期・中断の

再開に際しては、慎重であった可能性が示

唆された。 

 保健所設置市票：フッ化物洗口事業をこ

れまで実施したことがないとした自治体は

36自治体（53.7%）であった。また、フッ

化物洗口マニュアル（2022年版）を知らな

いとした保健所設置市は、９自治体

（13.4％）であった。フッ化物洗口マニュ
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アル（2022年版）の積極的な活用を通じ

て、集団フッ化物洗口のさらなる推進が期

待された。
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【都道府県票】 

表１ 洗口剤の種類別にみたフッ化物洗口の施設数と児童・生徒数に関する実績 

(2023(R5)年度末の実績値） 

表２ 施設別にみた洗口剤購入費用の負担先 

使用薬剤 ミラノール
オラブリス
（ポーション
タイプを除く）

オラブリス
ポーション
タイプ

一般用医薬
品

その他 合計

【保育所等、認定こども園、および幼稚園】
実施施設数

最大値 536 312 15 3 47 848
中央値 71.5 14.5 0 0 0 125
最小値 0 0 0 0 0 0

実施人数
最大値 18207 10330 749 256 933 28537
中央値 1969 326 0 0 0 2990
最小値 0 0 0 0 0 0

【小学校】
実施施設数 最大値 287 150 28 8 203 641

中央値 45 4.5 0 0 0 74
最小値 0 0 0 0 0 0

実施人数 最大値 42634 39367 1945 15919 24013 94558
中央値 4837 354 0 0 20.5 7201
最小値 0 0 0 0 0 0

【中学校】
実施施設数 最大値 123 71 1 3 55 168

中央値 6 1 0 0 0 5
最小値 0 0 0 0 0 0

実施人数 最大値 20123 11361 469 472 9422 28905
中央値 472 45 0 0 0 437
最小値 0 0 0 0 0 0

【特別支援学校】
実施施設数 最大値 10 13 0 0 9 19

中央値 0 0 0 0 0 0
最小値 0 0 0 0 0 0

実施人数 最大値 585 235 0 0 398 749
中央値 0 0 0 0 0 0
最小値 0 0 0 0 0 0

自治体数 ％ 自治体数 ％ 自治体数 ％ 自治体数 ％
行政衛生部門 28 68.3 21 51.2 19 46.3 3 7.3
教育委員会 7 17.1 25 61.0 18 43.9 6 14.6
歯科医師会 3 7.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0
実施施設 20 48.8 10 24.4 5 12.2 0 0.0
保護者 10 24.4 8 19.5 4 9.8 3 7.3
国庫補助 22 53.7 21 51.2 16 39.0 3 7.3
合計 41 100.0 41 100.0 41 100.0 41 100.0

【保育所等、認定こども
園、および幼稚園】 【小学校】 【中学校】 【特別支援学校】
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表３－① 都道府県による市区町村支援 

表３－② フッ化物洗口事業を導入するにあたって市区町村への支援 （複数回答可） 

※３－① にて「現在実施している」と回答した 28都道府県

表３－③ フッ化物洗口事業を継続するにあたって市区町村への支援 （複数回答可） 

※３－① にて「現在実施している」と回答した 28都道府県

表４－① 市区町村におけるフッ化物洗口の取組み状況（施設数）に関する把握状況 

表４－② 市区町村におけるフッ化物洗口の取組み状況（児童・生徒数）に関する把握状況 

自治体数 ％
現在実施している 28 68.3
過去に実施していたが、現在は実施していない 5 12.2
これまで実施したことはない 8 19.5
合計 41 100.0

自治体数 ％
費用補助 11 39.3
PTA・保護者への説明 16 57.1
学校関係者への説明 17 60.7
フッ化物洗口に関するガイドラインやマニュアル等の作成 21 75.0
普及啓発資材等の作成 18 64.3
その他 13 46.4
合計 28 100.0

自治体数 ％
費用補助 6 21.4
PTA・保護者への説明 10 35.7
学校関係者への説明 15 53.6
フッ化物洗口に関するガイドラインやマニュアル等の作成 19 67.9
普及啓発資材等の作成 16 57.1
その他 10 35.7
合計 28 100.0

自治体数 ％
定期的に把握している 31 75.6
把握していない 10 24.4
合計 41 100.0

自治体数 ％
定期的に把握している 26 63.4
把握していない 15 36.6
合計 41 100.0
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表５ 歯科保健計画におけるフッ化物洗口事業の位置づけ（複数回答可） 

表６－① 「フッ化物洗口マニュアル（2022 年版）」の認知 

表６－② 「フッ化物洗口マニュアル（2022 年版）」の活用実績（複数回答可） 

※6の問にて「はい」と回答した都道府県のみ

表 7 新型コロナ感染症の流行前後におけるフッ化物洗口実施施設数の推移 

自治体数 ％
フッ化物洗口について実施することを記載している 20 48.8
フッ化物洗口の実施に関する目標値を設定している 22 53.7
フッ化物応用については記載しているが、フッ化物洗口については記載していない 6 14.6
フッ化物洗口については記載していない 2 4.9
その他 9 22.0
歯科保健に関する計画を策定していない 0 0.0
合計 41 100.0

自治体数 ％
はい 40 100
いいえ 0 0
合計 40 100
無回答 1

自治体数 ％
対象施設に対してマニュアル周知を行った 20 50.0
マニュアルをもとにした研修会・勉強会を開催した 6 15.0
マニュアルをもとに、自治体独自のマニュアルやパンフレットを新作した 4 10.0
マニュアルをもとに、自治体が作成したマニュアル・パンフレットを修正した 8 20.0
その他 18 45.0
合計 40 100.0

2019(R元) 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4)
【保育所等認定こども園幼稚園】

最大値 835 730 733 782
中央値 127.5 117 119.5 115
最小値 0 0 0 0

【小学校】
最大値 683 668 656 656
中央値 57 50.5 48 59.5
最小値 0 0 0 0

【中学校】
最大値 135 172 169 170
中央値 8 3 5 6
最小値 0 0 0 0

【特別支援学校】
最大値 18 18 19 19
中央値 0 0 0 0
最小値 0 0 0 0
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【保健所設置市票】 

 

表１－① 保育所・認定こども園・幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校におけるフッ

化物洗口の実績 

 
 

 

表１－②ａ 保育所等、認定こども園、幼稚園におけるフッ化物洗口の実績 

 
※表１-①で「現在実施している」「実施を取りやめた施設もあるが現在、実施している」 

と回答した 28保健所設置市 

 

 

表１－②ｂ 小学校におけるフッ化物洗口の実績 

 
※表１-①で「現在実施している」「実施を取りやめた施設もあるが現在、実施している」 

と回答した 28保健所設置市 

 

 

表１－②ｃ 中学校におけるフッ化物洗口の実績 

 
※表１-①で「現在実施している」「実施を取りやめた施設もあるが現在、実施している」 

と回答した 28保健所設置市 

 

 

 

自治体数 ％
現在実施している 18 26.9
実施を取りやめた施設もあるが、現在、実施している 10 14.9
過去に実施していたが、現在は実施していない 3 4.5
これまで実施したことはない 36 53.7
合計 67 100.0

自治体数 ％
全施設で実施 4 14.8
一部施設で実施 16 59.3
実施なし 7 25.9
合計 27 100.0
無回答 1

自治体数 ％
全施設で実施 9 33.3
一部施設で実施 12 44.4
実施なし 6 22.2
合計 27 100.0
無回答 1

自治体数 ％
全施設で実施 3 11.1
一部施設で実施 6 22.2
実施なし 18 66.7
合計 27 100.0
無回答 1
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表１－②ｄ 特別支援学校におけるフッ化物洗口の実績 

 
※表１-①で「現在実施している」「実施を取りやめた施設もあるが現在、実施している」 

と回答した 28保健所設置市 

 

 

表１－③ａ 保育所等におけるフッ化物洗口の調製場所（複数回答） 

 
※表１-②で「全施設で実施」および「一部施設で実施」と回答した保健所設置市のみ 

 

 

表１－③ｂ 認定こども園におけるフッ化物洗口の調製場所（複数回答） 

 
※表１-②で「全施設で実施」および「一部施設で実施」と回答した保健所設置市のみ 

 

 

表１－③ｃ 幼稚園におけるフッ化物洗口の調製場所（複数回答） 

 
※表１-②で「全施設で実施」および「一部施設で実施」と回答した保健所設置市のみ 

 

自治体数 ％
全施設で実施 0 0.0
一部施設で実施 2 9.5
実施なし 19 90.5
合計 21 100.0
無回答 7

自治体数 ％
実施施設 19 95.0
歯科医療機関 0 0.0
薬局・薬剤師会 0 0.0
保健所・保健センター 0 0.0
その他 1 5.0
調製不要 1 5.0
合計 20 100.0

自治体数 ％
実施施設 14 70.0
歯科医療機関 0 0.0
薬局・薬剤師会 0 0.0
保健所・保健センター 0 0.0
その他 2 10.0
調製不要 1 5.0
合計 20 100.0

自治体数 ％
実施施設 13 65.0
歯科医療機関 0 0.0
薬局・薬剤師会 0 0.0
保健所・保健センター 0 0.0
その他 2 10.0
調製不要 1 5.0
合計 20 100.0
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表１－③ｄ 小学校におけるフッ化物洗口の調製場所（複数回答） 

 
※表１-②で「全施設で実施」および「一部施設で実施」と回答した保健所設置市のみ 

 

 

表１－③ｅ 中学校におけるフッ化物洗口の調製場所（複数回答） 

 
※表１-②で「全施設で実施」および「一部施設で実施」と回答した保健所設置市のみ 

 

 

表１－③ｆ 特別支援学校におけるフッ化物洗口の調製場所（複数回答） 

 
※表１-②で「全施設で実施」および「一部施設で実施」と回答した保健所設置市のみ 

 

 

表１－④ａ 保育所等におけるフッ化物洗口の保管場所（複数回答） 

 
※表１-②で「全施設で実施」および「一部施設で実施」と回答した保健所設置市のみ 

自治体数 ％
実施施設 16 76.2
歯科医療機関 0 0.0
薬局・薬剤師会 1 4.8
保健所・保健センター 0 0.0
その他 0 0.0
調製不要 6 28.6
合計 21 100.0

自治体数 ％
実施施設 5 55.6
歯科医療機関 0 0.0
薬局・薬剤師会 1 11.1
保健所・保健センター 0 0.0
その他 1 11.1
調製不要 3 33.3
合計 9 100.0

自治体数 ％
実施施設 2 100.0
歯科医療機関 0 0.0
薬局・薬剤師会 0 0.0
保健所・保健センター 0 0.0
その他 0 0.0
調製不要 0 0.0
合計 2 100.0

自治体数 ％
実施施設 20 100.0
歯科医療機関 0 0.0
薬局・薬剤師会 0 0.0
保健所・保健センター 1 5.0
その他 2 10.0
調製不要 0 0.0
合計 20 100.0
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表１－④ｂ 認定こども園におけるフッ化物洗口の保管場所（複数回答） 

 
※表１-②で「全施設で実施」および「一部施設で実施」と回答した保健所設置市のみ 

 

 

表１－④ｃ 幼稚園におけるフッ化物洗口の保管場所（複数回答） 

 
※表１-②で「全施設で実施」および「一部施設で実施」と回答した保健所設置市のみ 

 

 

表１－④ｄ 小学校におけるフッ化物洗口の保管場所（複数回答） 

 
※表１-②で「全施設で実施」および「一部施設で実施」と回答した保健所設置市のみ 

 

 

表１－④ｅ 中学校におけるフッ化物洗口の保管場所（複数回答） 

 
※表１-②で「全施設で実施」および「一部施設で実施」と回答した保健所設置市のみ 

 

自治体数 ％
実施施設 15 75.0
歯科医療機関 0 0.0
薬局・薬剤師会 0 0.0
保健所・保健センター 1 5.0
その他 2 10.0
調製不要 0 0.0
合計 20 100.0

自治体数 ％
実施施設 14 70.0
歯科医療機関 0 0.0
薬局・薬剤師会 0 0.0
保健所・保健センター 1 5.0
その他 2 10.0
調製不要 0 0.0
合計 20 100.0

自治体数 ％
実施施設 18 85.7
歯科医療機関 0 0.0
薬局・薬剤師会 1 4.8
保健所・保健センター 0 0.0
その他 1 4.8
調製不要 3 14.3
合計 21 100.0

自治体数 ％
実施施設 7 77.8
歯科医療機関 0 0.0
薬局・薬剤師会 1 11.1
保健所・保健センター 0 0.0
その他 2 22.2
調製不要 1 11.1
合計 9 100.0
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表１－④ｆ 特別支援学校におけるフッ化物洗口の保管場所（複数回答） 

 
※表１-②で「全施設で実施」および「一部施設で実施」と回答した保健所設置市のみ 

 

 

表２－① 対象児童・生徒の保護者等へのフッ化物洗口の説明（複数回答） 

 
※表１-①で「現在実施している」「実施を取りやめた施設もあるが現在、実施している」 

と回答した 28保健所設置市 

 

 

表２－② 対象児童・生徒またはその保護者へのフッ化物洗口の意向確認 

 
※表１-①で「現在実施している」「実施を取りやめた施設もあるが現在、実施している」 

と回答した 28保健所設置市 

 

 

表３ フッ化物洗口を実施していない理由・やめた理由（複数回答可） 

 
※表１-①で「現在実施している」と回答した 49保健所設置市 

 

 

 

自治体数 ％
実施施設 2 100.0
歯科医療機関 0 0.0
薬局・薬剤師会 0 0.0
保健所・保健センター 0 0.0
その他 0 0.0
調製不要 0 0.0
合計 2 100.0

自治体数 ％
集団説明会を開催している 17 60.7
説明文書を作成し、配布している 26 92.9
個別に面談等を行っている 2 7.1
その他 8 28.6
合計 28 100.0

自治体数 ％
はい 28 100.0
いいえ 0 0.0
合計 28 100.0

自治体数 ％
費用がかかるため 11 22.4
実施施設の職員の負担が大きいため 21 42.9
保護者の同意が得られないため 3 6.1
地域の歯科医療機関の協力が得られないため 2 4.1
教育委員会の協力が得られないため 2 4.1
やり方が分からないため 0 0.0
フッ化物洗口より効果的な方法があると考えるため 1 2.0
実施担当者としてフッ化物洗口の安全性に対する理解が十分でないため 2 4.1
学校関係者・保護者等のフッ化物洗口の安全性に対する埋解が十分でないため 8 16.3
新型コロナ感染症等の新興感染症対策を十分に図れないため 7 14.3
その他 32 65.3
合計 49 100.0
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表４ 歯科保健計画におけるフッ化物洗口の位置づけ （複数回答可） 

 
 

 

表５－① 「フッ化物洗口マニュアル（2022 年版）」の認知 

 
 

 

表５－② 「フッ化物洗口マニュアル（2022 年版）」を活用実績（複数回答可） 

 
※問７において「はい」と回答した方のみ 

自治体数 ％
フッ化物洗口について実施することを記載している 17 25.4
フッ化物洗口の実施に関する目標値を設定している 8 11.9
フッ化物応用については記載しているが、フッ化物洗口については記載していない 14 20.9
フッ化物洗口については記載していない 32 47.8
その他 1 1.5
歯科保健に関する計画を策定していない 5 7.5
合計 67 100.0

自治体数 ％
はい 58 86.6
いいえ 9 13.4
合計 67 100.0

自治体数 ％
対象施設に対してマニュアル周知を行った 12 20.7
マニュアルをもとにした研修会・勉強会を開催した 2 3.4
マニュアルをもとに、自治体独自のマニュアルやパンフレットを新作した 5 8.6
マニュアルをもとに、自治体が作成したマニュアル・パンフレットを修正した 9 15.5
その他 36 62.1
合計 58 100.0
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回答内容に対する問合せをすることがありますので、⻭科保健担当者（回答者）の連絡先を記載願います。

【保育所等、認定こども園、および幼稚園】（貴都道府県内のすべての市区町村（保健所設置市・特別区）を含む）

洗⼝液購⼊費⽤の負担先（複数回答可）
（市区町村単位として、⼀つでもあればチェックをつけてください。

【⼩学校】（貴都道府県内のすべての市区町村（保健所設置市・特別区）を含む）

洗⼝液購⼊費⽤の負担先（複数回答可）

都道府県名

担当部署名

記⼊者名

電話番号

メールアドレス

全施設数※3 全児童・⽣徒数※3施設種類
保育所等※１、認定こども園※２、および幼稚園
⼩学校
中学校
特別⽀援学校

実施⼈数
実施施設数

※１⼩規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業及び居宅訪問型保育事業を含む
※２幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども園及び地⽅裁量型認定こども園
※３「４歳以上」の幼児が通園・通学する施設のみが対象

使⽤薬剤 ミラノール オラブリス
（ポーションタイプを除く）

オラブリス
ポーションタイプ

⼀般⽤医薬品 その他 不明 合計

実施施設数

フッ化物洗⼝事業に関する実態調査（都道府県票）

調査回答に対して同意を頂ける場合は、チェックをお願いいたします。また、本調査への回答内容は、⻭科保健担当者（回答者）個⼈の意⾒ではなく、貴⾃治体に
おける担当部局の許可を得た旨についても、チェックをお願いいたします。なお、回答を送付いただいたのちは、同意撤回はできかねますので、ご承知おきくださ
い。

１．貴都道府県内の施設数と児童・⽣徒数について、ご回答ください。

貴都道府県内（すべての市区町村（保健所設置市・特別区を含む））の「保育所・認定こども園・幼稚園」、「⼩学校」、
「中学校」、「特別⽀援学校」の施設数と児童・⽣徒数を記載してください。 (2023(R5)年度内であれば、把握時点での実
績値を記載してください）

※１ ⼩規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業及び居宅訪問型保育事業を含む
※２ 幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども園及び地⽅裁量型認定こども園
※ 3 保育所等・認定こども園・幼稚園においては、対象としている年齢（「4歳以上」）の児童が存在する施設数、および児童数をご記⼊ください。

２．フッ化物洗⼝液事業を実施している施設数と児童・⽣徒数について、洗⼝剤の種類別に、ご回答ください。
       (2023(R5)年度内であれば、把握時点での実績値を記載してください）

使⽤薬剤 ミラノール オラブリス
（ポーションタイプを除く）

オラブリス
ポーションタイプ

⼀般⽤医薬品 その他 不明 合計

実施⼈数

本調査へ回答することに同意いたします。

回答内容は、担当部局の許可を得ております。

⾏政衛⽣部⾨

教育委員会

⻭科医師会

実施施設

保護者

国庫補助

参考資料１

25



（市区町村単位として、⼀つでもあればチェックをつけてください。)

【中学校】（貴都道府県内のすべての市区町村（保健所設置市・特別区）を含む）

洗⼝液購⼊費⽤の負担先（複数回答可）
（市区町村単位として、⼀つでもあればチェックをつけてください。)

【特別⽀援学校】（貴都道府県内のすべての市区町村（保健所設置市・特別区）を含む）

洗⼝液購⼊費⽤の負担先（複数回答可）
（市区町村単位として、⼀つでもあればチェックをつけてください。)

貴⾃治体のフッ化物洗⼝実施割合は、以下のようになります。

※ 注意事項︓⾃動計算された数値が疑わしい、あるいは間違いである場合は調査票本体の数値を確認し、必要があれば訂正してください。

⇒ ３－１）へ
⇒ ４へ
⇒ ４へ

（具体的な要綱等︓ ）

特別⽀援学校

３．貴都道府県では、フッ化物洗⼝実施に関する市区町村⽀援を実施していますか。(2023(R5)年度末の実績値）

  ３－１）貴都道府県では、フッ化物洗⼝を導⼊するにあたっての⽀援としてどのような取組を実施していますか。
          (2023(R5)年度末の実績値） （複数回答可）

⼩学校
中学校

施設種類 施設割合(%) 児童・⽣徒割合(%)
保育所等※１、認定こども園※２、および幼稚園

実施⼈数

不明 合計

実施施設数

使⽤薬剤 ミラノール オラブリス
（ポーションタイプを除く）

オラブリス
ポーションタイプ

⼀般⽤医薬品 その他

実施⼈数
実施施設数

使⽤薬剤 ミラノール オラブリス
（ポーションタイプを除く）

オラブリス
ポーションタイプ

⼀般⽤医薬品 その他 不明 合計

現在実施している

過去に実施していたが、現在は実施していない

これまで実施したことはない

費⽤補助

PTA・保護者への説明

学校関係者への説明

フッ化物洗⼝に関するガイドラインやマニュアル等の作成

⾏政衛⽣部⾨

教育委員会

⻭科医師会

実施施設

保護者

国庫補助

⾏政衛⽣部⾨

教育委員会

⻭科医師会

実施施設

保護者

国庫補助

⾏政衛⽣部⾨

教育委員会

⻭科医師会

実施施設

保護者

国庫補助
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  （具体的なものをメールにてご提供ください。）

  （具体的なものをメールにてご提供ください。）

( ）

（具体的な要綱等︓ ）

  （具体的なものをメールにてご提供ください。）

  （具体的なものをメールにてご提供ください。）

( ）

→ 頻度︓（ ）年に１回

→ 頻度︓（ ）年に１回

( ）

→ 6.1）へ → 7.へ

４．貴都道府県では、市区町村におけるフッ化物洗⼝の取組み状況について定期的に把握されていますか。

４．-１）フッ化物洗⼝を⾏っている施設数

４．―２）フッ化物洗⼝を⾏っている児童・⽣徒数

５．貴都道府県では、⻭科保健に関する計画（⻭科保健単独の計画だけではなく、健康増進計画に基づく計画も含む）に
      おいて、フッ化物洗⼝をどのように位置づけていますか。（2023(R5)年３⽉31⽇現在）（複数回答可）

6．「フッ化物洗⼝マニュアル（2022年版）」を知っていますか

6．-1）「フッ化物洗⼝マニュアル（2022年版）」を活⽤されていますか。（複数回答可）

  ３－２）貴都道府県では、フッ化物洗⼝を継続するにあたっての⽀援としてどのような取組を実施していますか。
          (2023(R5)年度末の実績値） （複数回答可）

普及啓発資材等の作成

その他

費⽤補助

PTA・保護者への説明

学校関係者への説明

フッ化物洗⼝に関するガイドラインやマニュアル等の作成

普及啓発資材等の作成

その他

定期的に把握している

把握していない

定期的に把握している

把握していない

はい いいえ

対象施設に対してマニュアル周知を⾏った。

マニュアルをもとにした研修会・勉強会を開催した。

マニュアルをもとに、⾃治体独⾃のマニュアルやパンフレットを新作した。

マニュアルをもとに、⾃治体が作成したマニュアル・パンフレットを修正した。

フッ化物洗⼝について実施することを記載している

フッ化物洗⼝の実施に関する⽬標値を設定している

フッ化物応⽤については記載しているが、フッ化物洗⼝については記載していない

フッ化物洗⼝については記載していない

その他

⻭科保健に関する計画を策定していない
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( ）

※実績がない場合、あるいは中⽌・中断の場合は、0とご記⼊ください。
※過去の数値を把握できない場合は、「不明」と記載してください。

（参考）2020(R2)年４⽉︓第１回の緊急事態宣⾔が発令された。
    2023(R5)年５⽉︓新型コロナ感染症は、５類感染症に変更された。

⼩学校

特別⽀援学校
中学校

保育所等・認定こども園・幼稚園

7．新型コロナ感染症の流⾏前後におけるフッ化物洗⼝実施施設数/全施設数を記載してください。
      (いずれも年度末の実績値）

フッ化物洗⼝
実施施設数

全施設数

2019(R元) 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4)
フッ化物洗⼝
実施施設数

全施設数
フッ化物洗⼝
実施施設数

全施設数
フッ化物洗⼝
実施施設数

全施設数

その他
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回答内容に対する問合せをすることがありますので、⻭科保健担当者（回答者）の連絡先を記載願います。

 ⇒５．以外の項⽬をご回答ください。

⇒ ２．以降の項⽬をご回答ください。
⇒５．以降の項⽬をご回答ください。

 ⇒５．以降の項⽬をご回答ください。

保育所等、認定こども園、幼稚園 

⼩学校

中学校

特別⽀援学校

＜主な洗⼝液の調製場所（複数回答可） ＞

保育所等 

（ ）

認定こども園

１．貴市・特別区では、⾃治体事業としてフッ化物洗⼝を実施していますか。
     (2023(R5)年度末の実績値）

２．フッ化物洗⼝の具体的取組みについてご回答ください。

２．―１）実施している施設種類をご回答ください。(2023(R5)年度末の実績値）

２．―２）各施設種類別の主な洗⼝液の調製場所、使⽤薬剤（フッ化物洗⼝剤）の保管場所はどこですか。
(2023(R5)年度末の実績値）

フッ化物洗⼝事業に関する実態調査（保健所設置市・特別区票）

調査回答に対して同意を頂ける場合は、チェックをお願いいたします。また、本調査への回答内容は、⻭科保健担当者（回答者）個⼈の意⾒ではなく、
貴⾃治体における担当部局の許可を得た旨についても、チェックをお願いいたします。なお、回答を送付いただいたのちは、同意撤回はできかねますの
で、ご承知おきください。

メールアドレス

都道府県名

市・特別区名

担当部署名

記⼊者名

電話番号

本調査へ回答することに同意いたします。

回答内容は、担当部局の許可を得ております。

現在実施している

実施を取りやめた施設もあるが、現在、実施している

過去に実施していたが、現在は実施していない

これまで実施したことはない

全施設で実施 ⼀部施設で実施 実施なし

全施設で実施 ⼀部施設で実施 実施なし

全施設で実施 ⼀部施設で実施 実施なし

全施設で実施 ⼀部施設で実施 実施なし

実施施設 ⻭科医療機関 薬局・薬剤師会 保健所・保健センター

その他 調製不要

参考資料２
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（ ）

幼稚園

（ ）

⼩学校

（ ）

中学校

（ ）

特別⽀援学校

（ ）

＜主な使⽤薬剤（フッ化物洗⼝剤）の保管場所（複数回答可） ＞

保育所等

（ ）

認定こども園

（ ）

幼稚園

（ ）

⼩学校

（ ）

中学校

（ ）

特別⽀援学校

（ ）

（ ）

３．フッ化物洗⼝の対象児童・⽣徒の保護者等に対して、理解を得るための説明は⾏っておられますか。
    （複数回答）

実施施設 ⻭科医療機関 薬局・薬剤師会 保健所・保健センター

その他 調製不要

実施施設 ⻭科医療機関 薬局・薬剤師会 保健所・保健センター

その他 調製不要

実施施設 ⻭科医療機関 薬局・薬剤師会 保健所・保健センター

その他 調製不要

実施施設 ⻭科医療機関 薬局・薬剤師会 保健所・保健センター

その他 調製不要

実施施設 ⻭科医療機関 薬局・薬剤師会 保健所・保健センター

その他 調製不要

実施施設 ⻭科医療機関 薬局・薬剤師会 保健所・保健センター

その他 調製不要

実施施設 ⻭科医療機関 薬局・薬剤師会 保健所・保健センター

その他 調製不要

実施施設 ⻭科医療機関 薬局・薬剤師会 保健所・保健センター
その他 調製不要

実施施設 ⻭科医療機関 薬局・薬剤師会 保健所・保健センター

その他 調製不要

実施施設 ⻭科医療機関 薬局・薬剤師会 保健所・保健センター

その他 調製不要

実施施設 ⻭科医療機関 薬局・薬剤師会 保健所・保健センター

その他 調製不要

集団説明会を開催している。

説明⽂書を作成し、配布している。

個別に⾯談等を⾏っている。

その他
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（ ）

（ ）

→7.1）へ

（ ）

７．-１）「フッ化物洗⼝マニュアル（2022年版）」を活⽤されていますか。（複数回答可）

６．貴市区町村では、⻭科保健に関する計画（⻭科保健単独の計画だけではなく、健康増進計画に基づく計画
      も含む）において、フッ化物洗⼝をどのように位置づけていますか。
      (2023(R5)年３⽉31⽇現在） （複数回答可）

７．「フッ化物洗⼝マニュアル（2022年版）」を知っていますか

４．フッ化物洗⼝の対象児童・⽣徒またはその保護者に対して、意向確認を⾏っておられますか。

５．フッ化物洗⼝を実施していない理由・やめた理由は何ですか。（複数回答可）

はい

いいえ

費⽤がかかるため

実施施設の職員の負担が⼤きいため

保護者の同意が得られないため

地域の⻭科医療機関の協⼒が得られないため

教育委員会の協⼒が得られないため

やり⽅が分からないため

フッ化物洗⼝より効果的な⽅法があると考えるため

実施担当者としてフッ化物洗⼝の安全性に対する理解が⼗分でないため

学校関係者・保護者等のフッ化物洗⼝の安全性に対する埋解が⼗分でないため

新型コロナ感染症等の新興感染症対策を⼗分に図れないため

その他

フッ化物洗⼝について実施することを記載している

フッ化物洗⼝の実施に関する⽬標値を設定している

フッ化物応⽤については記載しているが、フッ化物洗⼝については記載していない。

フッ化物洗⼝については記載していない。

その他

⻭科保健に関する計画を策定していない

はい いいえ

対象施設に対してマニュアル周知を⾏った。
マニュアルをもとにした研修会・勉強会を開催した。

マニュアルをもとに、⾃治体独⾃のマニュアルやパンフレットを新作した。

マニュアルをもとに、⾃治体が作成したマニュアル・パンフレットを修正した。

その他
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